





4節. コーディネータを媒介とする知 (地) の拠点形成
はじめに




を支援する ｢地 (知) の拠点整備推進事業 (大学 COC
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が, 地域における人材育成生態系 (エコシステム) の構
築の可能性を示唆する.

























池田 (2012) によると, 日本における産官学連携の政
策は, 1995 年の ｢科学技術基本法｣ の制定を契機とし
て本格的に始まり, 2 つのベクトルで展開されてきた.
一つは, 大学政策の側面である. これは, 産官学連携を
行う大学・高等専門学校等の体制整備等への支援の方向
性である. もう一つは, 科学技術政策の側面であり, 自
治体等を中心とする産学連携によるイノベーション創出
システムの構築 (地域イノベーション戦略の支援プログ








性が強調されるようになった. こうした中で, 1995 年
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広義には教育研究の成果を社会に還元していく様々な取




















をしておきたい. それは, 産学官 (地域) 連携とは, 1
つは, ｢使命・役割を異にするセクター (産・学・官)
















しているだけで, その意義は, 前述した通りである. し























にすれば ｢地域におけるイノベーション｣ と, ｢人材育
成力｣ を高める相互強化の関係をつくりだせるのか.






成する｣9 と考察している. すなわち, 大学の役割は,
地域における異なる目的を持つ人や組織間の長期的な関
係を構築することで集合行為のジレンマを克服し, ｢人
づくり｣ と ｢ソーシャル・キャピタル形成 (再構築)｣
の好循環を導くことである. このような長期的な視野に
たった地域づくりの営みの中に, 今日の地域における文










は, 持続可能な地域づくり (社会イノベーション) にむ
























源を単体ではなく, 広く社会に賦存する ｢集合財｣ とし
てキャピタライズ (可視化) し, 市場で評価しにくい価
値を客観的に測定可能なものとして扱えるようにしたこ
と｣12 にある. このことは, ソーシャル・キャピタルが
｢人づくり (人材育成)｣ と地域における ｢社会イノベー
ション｣ の好循環を描くミッシング・リンクとして存在















パットナム (Putnam, R, D) は, ソーシャル・キャ
ピタルを ｢調整された諸活動を活発にすることによって
社会の効率性を改善できる, 信頼, 規範, ネットワーク







い｣16 と指摘している. 本稿では, 地域連携の中に埋め
込まれている大学と地域関係者との社会ネットワーク






























のものを同時に交換) と, 一般化された互酬性 (現時点
では不均衡な交換でも将来均衡がとれるとの相互期待を







る社会は, そうでない社会よりも ｢規範｣ がある種の相
手の行為に対する期待の ｢担保｣ として機能するため自
発的な交換が生まれやすい誘因構造をもっている. 規範
















が高まる. また, ネットワークは, 互酬性の強靭な規範
を促進する. さらに, ネットワークは, コミュニケーショ
ンを促進し, 諸個人の信頼性に関する情報の流れをよく
する. 最後に, ネットワークは, かつて協力がうまく行っ
たことの表れであると説明される22.
 ソーシャル・キャピタルの類型
ソーシャル・キャピタルは, その性質, 形態, 程度,
志向によって分類されるが, その中で最も基本的な分類














タルは, より弱く, より薄い結びつきだが, より横断的
なつながりとして特徴づけられ ｢社会の潤滑油｣ の役割
を果たすとみられている. 結合型及び橋渡し型の分類に








































｢B を子ども, Aを Bの親とするならば, Aが Bの知
的発達を増進するためには, 点と線の双方に資本が存
在しなければならない. A によって人的資本が保有
























本節では, 日本福祉大学の地 (知) の拠点整備事業










ことを目的とするもので, 2013 年度は 319 件の申請
(共同申請を含む) に対して 52 件が採択され, 2014 年




を構え, 7 学部を有する ｢ふくしの総合大学｣ である.
2014 年度からは, 文部科学省の大学 COC事業の採択を
受けて ｢持続可能なふくし社会を担うふくし・マイスター
の養成｣ の取り組みを始めた. この取り組みは, ｢教育｣,






まず, ｢教育｣ 面では, 大学のすべての学部の正課科
目の中に, 学部ごとに ｢地域志向科目｣29 を設定して,
共通教育を担う全学教育センターで開講する ｢地域志向
科目｣ も含めて 4年間で 10 科目 20 単位以上修得し, か
つ毎年度末に ｢リフレクション｣30 を行うことで, 卒業
時に ｢ふくし・マイスター31｣ として認定される教育プ
ログラムを展開している. 地域との連携を正課科目に位
置づけることで, 毎年, 1 学年約 1200 人の学生と教員
がなんらかの地域資源と関連する学びを実践することが







ド科目を開講する他, 地域連携教育部門で大学 COC 事
業を推進する助教による対面のフィールドワーク講座や
ワークショップが実施されている.
次に, ｢研究｣ 面では, ｢地域課題解決型研究助成制度｣
を設けて, 教員の専門性を活かした地域課題の解決に向
けた研究が実施されている. 2015 年度は, 3 件, 2016
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年度は, 8件が採択されている. また ｢市民研究員制度｣
を創設し, 地域で既に活動している市民を大学の研究員
として活動してもらうことで, 地域ニーズ・課題の掘り




年度は, 4 件, 2016 年度は, 5 件が採択されている.











アごとに ｢C ラボ32｣ を設けて, 各 Cラボには ｢地域連




行うソフト面のインフラである. つまり, ハードの C
ラボは, 地域連携コーディネータによって交流拠点とし
て機能し始めるのである.
ここで地 (知) の拠点整備事業は, 大学がその事業の
申請をする際に, 関係自治体からの支援 (マッチングファ
ンド方式) を要件としており, 地域自治体と大学との互

















日本福祉大学では, 地域連携コーディネータは, 5 名











学長をトップとする大学 COC 会議を設けて, 事業推進
は, 自治体との協定や連携などを担当する地域連携推進
委員会と, 教育プログラムは, COC 教育推進委員会の
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T氏 I 氏 H氏 N氏 K氏
雇用契約 特別契約職員 特別契約職員 業務委託先の職員 直接雇用 業務委託
勤務日数 4日 5日 5日 5日 1日























○ ○ ○ × ×
前職 多文化共生NPO WEBディレクター 自営業 大学院生 まちづくりアドバイ
ザー
もと, 全学教育センターの地域連携推進部門が直接実務
を担当する. したがって, 主に ｢研究｣ ・ ｢地域貢献｣
面は, 地域連携推進機構とその事務局として企画政策課
が推進を行い, ｢教育｣ 面は, 全学教育センター地域連
携教育部門とその事務局として教育開発課が推進を担当












ことから, ｢人づくり｣ と ｢ソーシャル・キャピタル｣
の好循環を作り出している事例であると言える.









































ると思い関わるようになった｣ と 2009 年 (第 3 回) か
ら ｢ろじうら｣ に関わるようになった. また, この頃,
当時のイベントディレクターが, 地元住民と摩擦をおこ















NPO 法人亀崎まちおこしの会が存在しており, I 氏は
この会の活動にも積極的に関わっている. このような背
景から, I 氏は, まちづくり NPO で育んだ地域に根ざ












とができたと話す. 他方, 大学としても, I 氏を雇用す
ることで, 彼が地域で育む豊かなソーシャル・キャピタ
ルを活用することができるため, 互いに利益があったと
言えるだろう. また, ｢大学の名前を使って, 関係構築
が出来る｣ ということも, コーディネータとして働くメ


















しい. そこで, 同じフロアの関係者や C ラボを利用す
る人との関係性を築き, フィールドの亀崎地区とは別の
中心市街地における社会ネットワークを形成していった.
その過程は, まず C ラボを拠点に I 氏は, 地域関係者
と顔と顔の見える日常的コミュニケーションを通して関
係性を構築していた. さらに, その関係性の中で, 地域
関係者の大学に対する求めを聞き, それに応じるという












｢奇数月の第 2木曜日｣ に定期開催され, 2014 年～2016
年 9 月にいたる期間で 14 回の開催を数える.











あった. 参加者も 20 名程の小さな規模で開催されてい
た.
この取り組みに, I 氏が加わったことで, デザインさ
れたパンプレットの作成や, 活動報告ポスターがつくら
れる他, 事前事後広報を通して広報力が高くなり, より





















利用出来るようなった. これは, パットナム (2001) が,
｢長期間にわたって交換を繰り返すと, 一般化された互











が, I 氏がコーディネータとして入ったことで, I 氏と
はんだまちづくりひろばのH氏や, I 氏と半田キャンパ
スの S 教員, といった個人的な顔の見えるつきあいが
顕在化していった. このような I 氏の持つ個人的な関係
とはんだまちづくりひろばを取り巻く社会的ネットワー





















また, 日本福祉大学が 2015 年度半田市から受託した
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とになった. 結局, イベントは, 初日は 2000 人, 2 日
目は, 4000 人と当初の見込みを大きく上回る結果となっ
た. また, 教育面においては, このイベントを通じて,
大学教員 1 名と周辺の学生 10 名, サービスラーニング





























る C ラボ会議の中で, 大学の事務担当者も ｢今回は,
大学職員としてここまでまちに関わることは異例のこと
だと思うが, そうでなければ成功はなかった｣ とふりか


















大学の資源 (知恵, 施設, ソーシャル・キャピタル) を
活用することで, 地域課題の解決に活かしていると言え
る. このように, コーディネータは, 片方の足は大学に
おき, また片方の足を地域におきながら, 地域を担う人
材の育成を, 相互のニーズを結びつけた開かれた教育プ
ラットフォーム (プロジェクト) を構築することで, 実
現している. このようなプラットフォーム (プロジェク
ト) は, そこに関わる人の相互学習を可能にして, 互い
にソーシャル・キャピタルを作り出す資質を育むと言え

































多く, パットナムがすでに指摘するように, 通常, 合理
的な個人によっては創出されない. つまり, この事業の
助成期間が終わればその機能が失われてしまうだけでな




















２ 澤田 (2015), pp356-357 を参照.
３ 例えば, 文部科学省 (2015) ｢地 (知) の拠点大学による
地方創生推進事業事業説明会資料｣ を参照. ｢大学 COC＋
事業｣ の説明会資料には, COC 推進コーディネータの役
割は, ｢事業恊働機関による教育プログラムや就業率向上
プラン策定のコーディネート｣, ｢COC 事業成果の連携大






４ 池田 (2012), p70 を参照.
５ 同書, p70 を参照. 同法 7 条によると, 大学は ｢学術の中











８ 羅 (2016), p32.
９ 吉田, (2014), p218.
10 コミュニティ分析のツールとして, 頻繁に活用されるよう
























である. この性質のため, わたしたちは何故, ソーシャル・
キャピタルが醸成されたのか, そのプロセスに自然と目を
向けなければならない.
12 加藤 (2014), p7 を参照.
13 金子郁容, 玉村雅敏, 宮垣元 (編), (2009) pp6-7 参照.
また, ここでの ｢社会生産性｣ とは, 社会サービスについ
ての ｢アウトカム (波及効果を含んだ成果)｣ と ｢コスト




14 金子郁容他 (2009), pp6-7.
15 R. パットナム, (2001), pp206-207.
16 R. パットナム, (2001), p211.
17 ソーシャル・キャピタルという概念は, アメリカの教育学





致をみているわけでない. 例えば, リン (Lin, N, S) は,
ソーシャル・キャピタルを ｢個人のもつ社会的ネットワー
クに埋め込まれた資源, それへのアクセス, そして資源の
利用が個人にもたらす便益｣ と定義している. また, コー





うにリン (Lin, N, S) とコールマン (Coleman, J, S) は,
ソーシャル・キャピタルを個人が活用できる資源 (私的財)
としてみなしている.
18 内閣府, 2001 年, ｢ソーシャル・キャピタル：豊かな人間
関係と市民活動の好循環を求めて｣ p16 を参照.
19 パットナム (2001), p213.
20 同書, p212 ..
21 内閣府 (2001) ｢ソーシャル・キャピタル：豊かな人間関
係と市民活動の好循環を求めて｣ p16 を参照. ネットワー
クが機能するメカニズムについては, コールマン (2004)
が詳しい.
22 パットナム, (2001), p216
23 内閣府, 前掲書, p18. このような分類はお互いに排他的
なわけではなく, 同じ組織内にどちらの性質も内在するが,
配分が異なるとされている. すなわち ｢性格｣ のようなも
のである.
24 内閣府, (2001), pp18-19.
25 コールマン, (2004), p478.
26 内閣府編, (2001), p31.
27 コールマン, (2004), p501.
28 http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/coc/
1346066.htm (文部科学省 WEB, 2015 年 4 月 10 日閲覧)









(2015 年入学生) は, 1 学年の 7 割の約 700 人の認定を目
標に掲げている.
32 Community Laboratory の略称で, 地域と大学をつなぐ
場として機能を有している.
33 最大 5 年間の有期雇用で, 単年度ごとに契約を更新する雇
用契約となっている.
34 東海市, 大府市, 知多市, 半田市, 常滑市, 東浦町, 阿久
比町, 武豊町, 美浜町, 南知多町の 10 の市町村で構成さ
れる.
35 I 氏に対するインタビュー調査 (2016 年 9 月 9 日実施) よ
り抜粋.
36 I 氏に対するインタビュー調査 (2016 年 9 月 9 日実施) よ
り抜粋.
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